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「賃金構造基本統計調査」を実施します
厚生労働省

　この調査は昭和23年より毎年実施しており、労働者の賃金等の実態を産業、地域、企業規模、雇用形態、

就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等に明らかにすることを目的とし、国の実施

する最も重要な統計のひとつとして、法律（統計法）に基づく「基幹統計」に指定されています。

　調査の結果は、民間企業における賃金決定等、労務管理の資料として広く利用されているほか、

最低賃金法による最低賃金の決定、労災保険法による年金給付基礎日額の最低・最高限度額の算定等、

各種政策決定の際にも幅広く使用されるなど、極めて重要な役割を果たしております。

　調査の実施にあたっては、調査の対象となる事業所を無作為に抽出し、事業主の皆様に厚生労働省

から調査をお願いいたしますので、調査の趣旨、重要性をご理解いただき、是非とも調査にご回答

くださいますようお願い申し上げます。

　厚生労働省から提供するExcel形式・PDF形式の調査票も利用できます。また、政府統計オンライン

調査総合窓口（URL：https://www.e-survey.go.jp）から、オンライン回答をすることもできます。

厚生労働省　賃金構造基本統計調査のべージはこちら

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/detail/

厚生労働省では、「令和８年賃金構造基本統計調査」を全国一斉に７月に
実施します。

賃金構造　事業主 検索

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/detail/
https://www.e-survey.go.jp
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「賃金引上げ等の実態に関する調査」に
ご協力ください。

厚生労働省

　厚生労働省では、「令和８年賃金引上げ等の実態に関する調査」を実施します。

　この調査は、民間企業における賃金・賞与の改定額、改定率、賃金・賞与の改定方法、

改定に至るまでの経緯等を把握することを目的として、主要産業に属する常用労働

者100人以上を雇用する会社組織の民営企業から産業別及び企業規模別に選定した約

3,600企業を対象とし、１月から12月までの１年間の労働者の賃金改定状況について

毎年調査しているものです。

　調査の結果は最低賃金決定のための中央最低賃金審議会（目安に関する小委員会）

の審議で使用するほか、労働経済白書をはじめとする賃金分析等において広く活用さ

れており、非常に重要な役割を担った調査となっております。

　対象になった企業におかれましては、調査の趣旨、重要性をご理解いただき、何卒

調査にご協力いただきますようお願い申し上げます。

　※調査精度を維持するためにもぜひとも御理解・御協力のほど、よろしくお願いい
たします。
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岡山県下公共工事の動向〈６月分〉

西日本建設業保証㈱岡山支店
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（建退共だより）

｛

｛
https://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/

https://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/
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（法律相談コーナー）

第193回 施工写真・デジタルデータのトラブルとリスク管理のポイント　

デジタルデータ・写真の管理と法的リスク

　建設現場における工事写真や検査データは、契約通りに適切な施工が行われ

たことを客観的に証明する極めて重要な証拠です。これらに誤りや、不適切な流

用・加工があった場合、たとえ現場担当者「うっかりミスや業務を急ぐための安

易な判断であったとしても、会社側は深刻な法的・経営的リスクを負うことにな

ります。

　適切な施工が証明できない場合、契約不適合があるものとみなされ、引き渡し

後であっても壁や床を壊しての再検査や、施工のやり直し、それに伴う損害賠償

を請求される可能性があります。

　また、虚偽の施工記録や検査結果を提出した行為は、建設業法における「不正

な行為」や「不誠実な行為」に該当する可能性が高く、指示処分や営業停止処

分、さらには経営事項審査（経審）の減点といった致命的なペナルティを受ける

恐れがあります。

　担当者が勝手にやったことという弁解は通用せず、会社の社会的信用が一瞬で

失墜するリスクを孕んでいます。

具体的な運用

　上記の運用にあたり、参考となるものとして、公共工事の工事写真について定

めた「営繕工事写真撮影要領」があります。具体的に、撮影対象、撮影箇所、撮

影方法といった撮影の内容から、編集の禁止に関する定め、写真媒体の提出方法

についても定めがあります。

　公共工事以外であれば、当事者間に具体的な合意がなければ、双方を拘束す

るような条項はありません。写真を用いる場合は、私人間の契約でも同様の規約

を作成するのが望ましいといえます。

適切なルール化

　デジタルツールは非常に便利である反面、データの扱いを誤れば会社を揺る

がす大きなリスクに変わります。現場の裁量やモラルに頼るのではなく、会社と

して正しい記録を残し、それを検証する社内ルールを明確にしておくことが、不

当なペナルティを防ぎ、会社の利益と信頼を守る決定的手段となります。

　それこそ規定を作る際には、「営繕工事写真撮影要領」が参考になります。会

社のニーズに合わせた規定づくりを希望される場合はご相談ください。

〇回　　答〇

弁護士　小林裕彦
（岡山弁護士会所属）

昭和59年一橋大学法学部卒業後労
働省（現厚生労働省）入省。平成元
年司法試験合格。平成４年弁護士
登録。会社顧問業務、企業法務、訴
訟関係業務、行政関係業務、破産
管財人、民事再生監督委員、地方自
治体包括外部監査業務などを主に
取り扱う。

●相談内容●　当社では業務効率化のため、現場での写真撮影や施工管理にアプリやデジタルツールを導入してい
ます。しかし先日、退職した従業員が過去に担当した現場で、本来撮影すべき箇所とは別の類似した部分の写真を流
用していたことが発覚しました。意図的な改ざんではないようですが、発注者や元請からデータ偽装だと責任を追及
されたり、工事のやり直しを求められたりしないか不安です。会社としてどのような対策をとるべきでしょうか。
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（建設業福祉共済団からのお知らせ）
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（建設業総合補償制度のご案内）

損害額の100％をお支払い

58,000円

75,000円

完成工事高１億円、支払限度額1,000万円の場合

39,000円
（免責金額５万円）（免責金額５万円）支払限度額：支払限度額：11事故、保険期間中1,000万円1,000万円 2,000万円2,000万円もしくはもしくは

地下工事、基礎工事や土地の掘削工事で、特に心配なのが地盤崩壊に起因する事故。
一般的な請負業者賠償責任保険で補償されない地盤崩壊に伴う賠償請求でも、
建設業総合補償制度の「地盤崩壊危険補償特約」なら補償が可能です！
しかも

地下工事、基礎工事や土地の掘削工事で、特に心配なのが地盤崩壊に起因する事故。
一般的な請負業者賠償責任保険で補償されない地盤崩壊に伴う賠償請求でも、
建設業総合補償制度の「地盤崩壊危険補償特約」なら補償が可能です！
しかも

地盤崩壊危険補償特約
のご案内のご案内 工事中の地盤崩壊事故に備えを！

「地盤崩壊危険補償特約（ワイド補償・ワイドプラス補償）」なら標準補償で補償されない部分もカバー！！「地盤崩壊危険補償特約（ワイド補償・ワイドプラス補償）」なら標準補償で補償されない部分もカバー！！

（注1）団体のスケールメリットを活かした、個別にご加入いただくよりも割安な保険料です。
（注2）縮小支払割合の適用はありませんが、免責金額が適用されますので、５万円は自己負担となります。

標準補償・ワイド補償にご加入の皆様はワイドプラス補償への切り替えを、建設業総合補償制度に未加入の皆様は
この機会に補償制度へのご加入を検討してみませんか？ご相談、お見積りはお気軽にお問合わせください。

ワイド補償と同じ補償範囲で縮小支払割合の適用がありません。
（注2）

支払限度額を上限に

【ワイド補償】

【ワイドプラス補償】

【標準補償】

※ワイド補償により新たに支払対象となる部分には、縮小支払割合50％が適用されます。

年間保険料

年間保険料

年間保険料

地盤崩壊危険補償特約（ワイドプラス補償）で更に安心！

地盤崩壊危険補償特約（ワイド補償）で安心！

03-5408-1909
株式会社 建設産業振興センター
東京都港区虎ノ門4-2-12

制度幹事代理店

シールド工法以外 シールド工法
補償対象 補償対象

地面 地面

掘削予定深度掘削予定深度

45°45°

補償対象 補償対象

掘削予定地域

補償対象外
掘削予定深度を水平に置きかえた距離

補償対象外

シールド工法以外 シールド工法
補償対象

掘削予定深度を水平に置きかえた距離
補償対象補償対象 補償対象

地面 地面

掘削予定深度掘削予定深度

45°45°

補償対象 補償対象

掘削予定地域

ワイド補償にプラスした補償

本制度ならでは！補償がワイドなのに保険料が割安！！（注1）

B26-900074  承認年月：2026年4月

三井住友海上火災保険株式会社
岡山支店 岡山第一支社

引受保険会社

※このチラシは保険（請負業者賠償責任保険）の特約の概要を説明したものです。詳細はパンフレットをご覧ください。

一般社団法人 岡山県建設業協会

086-225-4133

お問合わせ先
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（岡山県からのお知らせ）

夏の交通事故防止夏の交通事故防止

　いよいよ本格的な夏がやって来ます。夏休みシーズンは、イベントや旅行等、外出の機会も増えますが、
楽しい計画が交通事故で悲しい思い出に変わることがないよう、次のことに注意しましょう。

１　旅行の計画はゆとりをもって！
　　レジャーシーズンは道路が大変混雑します。お出かけの際は、行先までの交通状況を事前に十分調べて
おきましょう。また、渋滞に巻き込まれることも予測して、時間に無理のない、余裕のある計画を立てま
しょう。

２　運転はゆとりをもって「ゆずる・とまる・まもる」
　　渋滞すると気分がイライラしがちですが、焦らず、ゆとりある運転を心がけましょう。また、旅行など長
時間・長距離の運転では、暑さによる疲れも懸念されます。無理をせず、早めに休憩をとりましょう。運転
する際は、信号、合図などの交通ルールを守り、「ゆずる・とまる・まもる」を心がけましょう。

３　子どもの事故に気をつけましょう！
　　夏休み期間は子どもの外出も増えます。子どもが出かける前には「車に気をつけて」と一声かけるなど
家庭でも注意してください。また、ドライバーの皆さんは、子どもたちの動きに十分注意し、思いやりのあ
る運転と早めのブレーキを心がけましょう。

４　夜のお出かけには反射材の着用を！
　　夏は、涼しくなる夕暮れ時や夜間に散歩等の外出をする機会が多くなります。夜間等の外出には、夜光
タスキなどの反射材やＬＥＤライトを活用し、自分の存在を車にアピールしましょう。ドライバーの皆さん
は危険を早く察知できるよう、ライトを早めに点灯し、先行車や対向車がないときには、上向きライトを活
用しましょう。

５　許さない！飲酒運転
　　飲酒運転は「犯罪」です。お酒を飲んだら、たとえすぐ近くでも、絶対に車を運転してはいけません。ア
ルコールは少しの量でも運転に悪影響を及ぼし、死亡事故などの重大事故につながります。周りの人も注
意して、みんなの力で飲酒運転を根絶しましょう。

６　全席シートベルト・チャイルドシートを着用しましょう！
　　シートベルトは、万一の際、あなたや家族を守る命綱です。車に乗ったら、全ての座席でシートベルトを必
ず着用しましょう。また、６歳未満の子どもを同乗させる際には、必ずチャイルドシートを使用しましょう。

７　自転車も車の仲間です。ルールを守って乗りましょう
　　自転車は手軽で便利な反面、ちょっとした不注意が重大な事故を招きます。自転車も法令上は「車両」
です。責任をもってルールを守り運転しましょう。自転車に乗るときにはヘルメットを着用しましょう。ま
た、岡山県内では「岡山県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」により、自転車保険の加入が
義務となっています。自転車による加害事故で高額賠償となる事例も見られます。必ず自転車保険に加入
しましょう。

                                                      【自転車安全利用五則】
                                 １　車道が原則、左側を通行　歩道は例外、歩行者を優先
                                 ２　交差点では信号と一時停止を守って、安全確認
                                 ３　夜間はライトを点灯
                                 ４　飲酒運転は禁止
                                 ５　ヘルメットを着用
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（岡山労働局からのお知らせ）

事業主の皆様へ
　年次有給休暇を取得しやすい環境づくりに取り組みましょう。

　働き方・休み方の改善をこれからも継続的に行うためには、計画的な業務運営や休暇の分散化に

も資する年次有給休暇の計画的付与制度（※１）や、労働者の様々な事情に応じた柔軟な働き方・

休み方に資する時間単位の年次有給休暇（※２）の活用が効果的です。

　労使一体となって年次有給休暇を上手に活用するために、この夏に向けて導入をご検討ください。

　詳しくは、「年次有給休暇取得促進特設サイト」をご覧いただくか、お近くの都道府県労働局雇用

環境・均等部（室）にお問い合わせください。

（年次有給休暇取得促進特設サイトURL）

https://work-holiday.mhlw.go.jp/kyuuka-sokushin/

（※１）年次有給休暇の付与日数のうち、５日を除いた残りの日数については、労使協定を締結すれ

ば、計画的に取得日を割り振ることができる制度です。

（※２）年次有給休暇の付与は原則１日単位ですが、労使協定を締結すれば年５日の範囲内で時間単

位の取得が可能となります。

https://work-holiday.mhlw.go.jp/kyuuka-sokushin/
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8.6. 1
8.6. 3
8.6. 3
8.6. 9
8.6.11
8.6.11
8.6.16
8.6.23
8.6.25
8.6.26
8.6.29

岡山県水害対応訓練
全建　表彰部会（社会貢献功労者）（ＷＥＢ）
岡山県職業能力開発協会　通常総会
全建　令和８年度定時総会（東京）
中国地方整備局長意見交換
国土交通省との意見交換会
岡山県建築住宅センター㈱株主総会・取締役会
岡山県建設業関係労働時間削減推進協議会
岡山労働局人材確保対策推進協議会
西日本建設業保証㈱第74回定時株主総会（大阪）
第57回評議員会（建設業退職金共済事業関係）（東京）

一般社団法人 岡山県建設業協会　　〒700-0827　岡山市北区平和町５番 10号
　TEL（086）225 - 4131　                           　　  URL : http://www.okakenkyo.jp

　FAX（086）225 - 5388　                           　　  E-mail : info@okakenkyo.jp

　　　　

発行

協　会　日　誌

とれたて  おかやま  いただきます！ 地産地消
進めよう！

おかやま


